
 

 

 

 

 

１ 

月 

■ 台湾で初の女性総統誕生 

台湾で総統選挙が行われ、民進党の蔡英文主席が初当選し、台湾では初の女性総統が誕生した。 

■ 天皇、皇后両陛下がフィリピンを公式訪問 

天皇、皇后両陛下が太平洋戦争激戦地の一つであるフィリピンを公式訪問し、国賓としての公式

行事や日本とフィリピン両国の戦没者の慰霊などをおこなった。 

■ 甘利経済再生担当大臣が辞職 

秘書や本人の金銭授受の問題で、甘利明経済再生担当大臣が辞任。甘利氏はＴＰＰ（環太平洋経

済連携協定）の交渉の中心人物でもあった。 

■ 日銀が「マイナス金利」導入決定 

日本銀行（日本の中央銀行）が金融政策決定会合で「マイナス金利政策」の実施を決定。 

２ 

月 

■ ジカ熱が中南米で拡大 

蚊が媒介するジカ熱が中南米で拡大しＷＨＯ（世界保健機関）は緊急事態宣言を出した。 

■ 「重力波」初観測 

アメリカの研究チームが、１００年前にアインシュタインが存在を予言した「重力波」を初めて

観測したと発表。ブラックホールが、13億年前に合体したときに起きた重力波とみられる。 

３ 

月 

■ 北海道新幹線開業 

東京～新函館北斗間（824㎞）は最速 4時間 2分で結ばれた。 

1964年の東海道新幹線開業から 52年を経て、北海道から 

九州までが新幹線でつながった。 

 

■ 民進党発足 

民主党と維新の党が合流し「民進党」が発足した。初代代表には岡田克也民主党代表、幹事長に

は枝野幸男民主党幹事長が就任した。 

■ オバマ米大統領がキューバ訪問 

アメリカ合衆国のバラク・オバマ大統領が 2015 年夏に国交を回復したキューバを、現職の大統

領としては 88年ぶりに訪問した。 

■ ミャンマーで新政権発足 

ミャンマーで、与党・国民民主連盟（ＮＬＤ）による新政権が発足。軍主導の政権から歴史的な

交代を果たした。党首であり、ノーベル平和賞も受賞しているアウン・サン・スー・チー氏は事

実上トップの国家顧問に就任した。 

４ 

月 

■ 電力自由化スタート 
■ 熊本地震 

14日夜、熊本県熊本地方を震源とするマグニチュード 6.5の地震が、16日未明にはマグニチュ

ード 7.3の本震とみられる地震が発生し、大きな被害が出た。 

■ 東京オリンピックのエンブレムが決定 
2020年東京オリンピック・パラリンピックのエンブレムが「組市松紋」に決定した。2015年 7

月に発表された旧エンブレムは類似作品問題などで白紙撤回されていた。 

 

今回は特別編として、2016 年の主な出来事をまとめた「2016 年重大ニュース」をお送りします。去年 1年間も

実に様々な出来事が起こりました。今年の世の中の動きを予測するためにも、去年のことをしっかりと振り返る

ことはとても重要です。高校入試の面接では「１年間で気になったニュースは何ですか？」といった質問をされ

ることもあります。また、課題作文や小論文にも時事問題は大いに役に立ちます。是非、ご一読下さい！ 

 



５ 

月 

■ 「パナマ文書」公開 
パナマ拠点の法律事務所から流失した機密文書「パナマ文書」が公開された。各国首脳らによる

タックスヘイブン（租税回避地）を利用した不透明な金融取引の疑惑が浮上した。 

■ 伊勢志摩サミット開催 
主要国首脳会議（伊勢志摩サミット）が三重県で開幕。世界経済やテロの脅威などへの対応を盛

り込んだ首脳宣言を採択した。 

■ オバマ米大統領が広島訪問 
オバマ米大統領が、現職の米大統領として初めて広島を訪問した。オバマ氏は原爆死没者慰霊碑

に献花を行い、「核兵器のない世界」を追求していく声明を発表した。 

６ 

月 

■ 消費税引き上げ延期 
安倍首相は、2017 年 4 月に予定していた消費税率の 10％への引き上げを 2 年半延期し、2019

年 10月にすることを発表した。 

■ 「Ｎｈ：ニホニウム」 
理化学研究所のチームが発見し、日本で初めて命名権を獲得した「原子番号 113番」の新元素の

名称が「ニホニウム」とする案が発表された。11月 30日に正式決定された。 

■ 舛添東京都知事が辞職 
政治資金の私的流用問題などで追及されていた東京都舛添要一知事が、21日付で辞職した。 

■ イギリスがＥＵ離脱へ 
イギリスでＥＵ（ヨーロッパ連合）からの離脱の賛否を問う国民投票が行われ、離脱支持が過半

数を達し勝利した。残留を訴えていたキャメロン首相は辞任を発表。 

■ フィリピン大統領にドゥテルテ氏就任 
フィリピンでロドリゴ・ドゥテルテしが第 16 代大統領に就任。同氏は過激な発言や、オバマ米

大統領への攻撃的な姿勢で物議を醸した。 

７ 

月 

■ 参議院選挙 
選挙権が 18 歳以上となった国政選挙として初めての参議院選挙が行われ、与党である自民党と

公明党が大きく議席を伸ばし、非改選も含めた参議院議員で過半数を占めることとなった。 

■ 国立西洋美術館が世界遺産に 
ユネスコ（国連教育科学文化機関）の世界遺産委員会は 

国立西洋美術館を含む「ル・コルビュジエの建築作品」 

の世界文化遺産への登録を決めた。日本国内の世界遺産 

は 20件となった。 

 

■ 東京発の女性知事 
東京都知事選が行われ、無所属の元防衛相の小池百合子氏が女性初の東京都知事として初当選し

た。小池氏は就任後、築地市場の豊洲への移転延期を決定。豊洲市場の土壌汚染対策の盛り土を

していなかった事実を明らかにし、関係幹部職員を処分した。また、2020年東京オリンピック・

パラリンピックの開催費削減にも乗り出し、一部会場の見直しを巡り、国際オリンピック委員会、

国、大会組織委員会と協議を行った。 

８ 

月 

■ 第３次安倍再改造内閣発足 
■ リオデジャネイロ五輪 
日本は史上最多となるメダル 41個（金 12、銀 8、銅 21）を獲得した。 

■ 天皇陛下「お気持ち」表明 
生前に地位を譲って退位する「生前退位」の意向を示していた天皇陛下は、国民に向けたビデオ

メッセージのかたちでそのお気持ちを表明された。政府は有識者会議を設置し、退位などの具体

的な検討に入った。 

■ 新しい祝日「山の日」が加わる 



９ 

月 

■ 伊調選手に国民栄誉賞 
リオデジャネイロオリンピックのレスリング女子 58 ㎏級で金メダルを獲得し、女子個人種目で

五輪史上初の 4連覇を達成した伊調馨選手の国民栄誉賞受賞が決定した。 

■ 民進党新代表に蓮舫氏 
民進党の臨時党大会で代表を選ぶ選挙が行われ、蓮舫氏が新代表に選出された。 

１０ 

月 

■ ノーベル生理学・医学賞に大隅氏 
2016 年度のノーベル生理学・医学賞に、東京工業大学の大隅良典氏が選ばれた。受賞理由は、

細胞内で不要な物質や有害物質を分解して健康を維持する「オートファジー」という現象を世界

で初めて肉眼で観察し、メカニズムを解明したこととされる。日本のノーベル賞受賞は 3年連続

で計 25人となった。 

■ 鳥取で震度６弱 
21日午後、鳥取県中部を震源とするマグニチュード 6.6の地震が発生し、鳥取県倉吉市なので震

度 6弱を観測した。 

■ 日本の総人口減 

2015 年度の国勢調査の結果、日本の総人口は約 1億 2710万人で、2010 年に実施された前回調

査から約 96万人減り、国勢調査開始以来、初の人口減となった。 

■ 訪日外国人が２０００万人突破 
国土交通省は、2016 年に日本を訪れた外国人旅行客が、年初から 10 月 30 日までの暦年で初め

て 2000万人を超えたと発表した。 

■ ノーベル文学賞にボブ・ディラン氏 
2016年のノーベル文学賞にアメリカのフォークソングシンガーのボブ・ディラン氏が選ばれた。

ミュージシャンの同賞受賞は初めてのこととなる。 

１１ 

月 

■ 博多駅前で大規模な陥落 
福岡市の博多駅近くの中心街で、大規模な陥落が発生した。地下鉄の延伸工事が原因と考えられ

ている。1週間後には復旧したが、数日後にはほぼ同じ場所の路面が再び最大 7ｃｍ沈下した。 

■ 「山・鉾・屋台行事」がユネスコ無形文化遺産に 
ユネスコ（国連教育科学文化機関）の政府間委員会は、無形文化遺産に日本の伝統的な祭り 33

件をまとめた「山・鉾・屋台行事」の登録を決めた。 

■ 米次期大統領にトランプ氏 
次期アメリカ合衆国大統領選が行われ、公職経験が全くない共和党候補のドナルド・トランプ氏

が、民主党候補でアメリカ初の女性大統領を目指していたヒラリー・クリントン氏を破り、当選

した。1月には第 45代大統領に就任する。 

■ キューバのカストロ前議長が死去 
キューバ革命で社会主義体制を確立し、約半世紀にわたって最高指導者としてキューバに君臨し

たフィデル・カストロ氏が 90歳で死去した。 

１２ 

月 

■ 日本漢字検定協会が主催する 2016 年度の漢字一字は『金』 

■ 韓国・朴大統領辞任へ 
私人の友人女性に政府の非公開文書などを事前に見せていたことなどで批判されていた韓国の

朴墐恵大統領が辞意を表明。加えて韓国の国会において弾劾訴追案が賛成多数で可決され、職務

停止となった。 

■ 日ロ首脳会談 
安倍首相はロシアのプーチン大統領を山口県に招いて日ロ首脳会談を行った。北方領土での共同

経済活動について、特別な制度のもとで実施する方向で検討するとともに、元島民の自由な往来

ができるように調整を進めることで一致した。一方、経済協力プランをめぐっては民間も含め、

日本側が総額 3000億円規模となる経済協力を進めることで合意する見通し。 
※2016年 12月 17日現在のものです。 


